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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第81期

第３四半期連結
累計期間

第81期
第３四半期連結
会計期間

第80期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (千円) 56,228,388 17,472,412 66,459,807

経常利益 (千円) 4,318,164 3,470,755 5,425,549

四半期（当期）純利益 (千円) 2,438,351 1,935,009 2,986,783

純資産額 (千円) ― 25,479,765 23,658,145

総資産額 (千円) ― 56,918,827 54,487,747

１株当たり純資産額 (円) ― 577.73 535.39

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 55.35 43.94 67.84

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 44.7 43.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 5,574,972 ― 2,701,515

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 2,737,604 ― △ 3,370,290

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,510,812 ― 1,236,347

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 8,821,023 4,472,842

従業員数 (名) ― 604 601

（注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第81期第３四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。また、第80期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 604

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 405

　(注)従業員数が当第３四半期会計期間において82名増加しましたのは、主に八戸工場における東北東京鐵鋼㈱従業員

を出向受け入れしたためであります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円)

鉄鋼事業 12,230,380

その他の事業 ―

合計 12,230,380

(注) １　金額は、販売価格によっております。
２　その他の事業における生産実績はありません。
３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当社は、全製品について見込み生産を行っております。

　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

鉄鋼事業 17,399,794

その他の事業 72,618

合計 17,472,412

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

伊藤忠丸紅テクノスチー
ル株式会社

3,094,496 17.7

株式会社メタルワン建材 2,959,647 16.9

住商鉄鋼販売株式会社 2,171,970 12.4

三井物産株式会社 2,127,599 12.2

阪和興業株式会社 1,796,071 10.3
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

（１）経営成績の分析

　当第３四半期連結会計期間は、主原料の鉄スクラップ価格は引き続き下落傾向で推移しましたが、建設

需要は大きく減退し、極めて厳しい経営環境となりました。

　このようななかで当社はネジテツコン及び関連商品の拡販に注力するとともに、製品価格の改善に努め

てまいりました。この結果、販売数量は前年同期に比べ減少しましたが、売上高は174億７千２百万円とな

りました。

　収益につきましては、鉄スクラップ価格の下落などにより、経常利益は34億７千万円、四半期純利益は19

億３千５百万円となりました。

　なお、事業の種類別セグメントの業績は次の通りであります。

鉄鋼事業・・・・ 建設需要の減退により、販売数量は前年同期に比べ減少しましたが、製品価格

の改善により売上高は174億１百万円となりました。収益面では鉄スクラップ

価格の下落により営業利益は35億３千５百万円となりました。

その他の事業・・ 売上高は７億４千１百万円、営業利益は４千７百万円となりました。

　

（２）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ24億３千１百万円増加し、569億１千

８百万円となりました。流動資産は前連結会計年度末に比べて21億７千２百万円増加の247億３千２百万

円、固定資産は前連結会計年度末に比べて２億５千８百万円増加の321億８千６百万円となりました。流

動資産の増加は主として現金及び預金の増加によるものです。

　負債合計は、前連結会計年度末に比べ６億９百万円増加し、314億３千９百万円となりました。流動負債

は前連結会計年度末に比べ１億４千６百万円増加の188億８千８百万円、固定負債は前連結会計年度末に

比べて４億６千３百万円増加の125億５千万円となりました。固定負債の増加は主として社債発行の増加

によるものです。

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べて18億２千１百万円増加し、254億７千９百万円となりました。

　
（３）キャッシュ・フローの状況

　営業キャッシュ・フローは税金等調整前四半期純利益、売上債権及びたな卸資産減少に伴う収入、減価

償却費を主な収入として、法人税等の支払いによる支出などを差し引きして54億５千８百万円の収入と

なりました。

　投資キャッシュ・フローは設備投資に伴う支出などにより３億８千７百万円の支出となりました。

　財務キャッシュ・フローは長期借入金の返済に伴う支出などにより２億６百万円の支出となりました。

　以上の結果、当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は第２四半期連結会計期間末比

48億６千４百万円増加し、88億２千１百万円となりました。
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（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ

た問題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めてあり、その内

容等（会社法施行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりです。

　

　Ⅰ 基本方針の内容

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として、当社の企業価値ひいては株主共同の利益

の確保・向上に資する者が望ましいと考えております。

  もとより、当社は、上場企業として株式を市場での自由な取引に委ねている以上、会社を支配する者の在

り方は、株主の皆様の判断においてなされるのが原則であり、当社株券等の大規模買付行為が行われる場合

においても、これに応じるべきか否かの判断は、最終的には株主の皆様の判断に委ねられるべきものである

と考えております。

しかしながら、当社株券等の大規模買付行為の中には、その目的・手法等から見て会社に回復し難い損害

をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、株主が買付けの条件等について検

討し、あるいは当社の取締役会が代替案を提示するための十分な時間や情報を提供しないもの、買付者の提

示した条件よりも有利な条件をもたらすために買付者との交渉を必要とするもの等、当社の企業価値ひい

ては株主共同の利益に資さない大規模買付行為が行われる可能性も否定できません。

　当社は、このような当社株券等の大規模買付行為を行う者は、例外的に当社の財務及び事業の方針の決定

を支配する者として適切でないと考えております。

　

　Ⅱ 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針の実現に資す

る特別な取組み

当社の企業価値向上への取り組みで重要なことは、ネジテツコン生産と継手など周辺商品の開発、及び提

案営業に経営資源を重点的に投入し、これまで以上に他社との差別化を進めていくことにあり、人材育成、

体制整備などを積極的に進めてまいります。

また、設備面では本社工場にビレットの広角化、加熱炉の更新、圧延スタンドの増設など総額60億円の設

備投資を実施しております。これらの設備投資による新設備は、いずれも平成20年５月末に完成し、これに

より品質、生産性の向上が図られ、ネジテツコンの拡販に向けての生産体制が整備されました。人材面でも

若手従業員を登用し、高強度棒鋼製造のノウハウ継承を着実に行ってまいります。さらに、変化の激しい時

代にスピード感をもって事業を展開していくためには、他社との提携も積極的に行っていく必要があると

考えております。平成20年４月に拓南製鐵株式会社とネジテツコンのＯＥＭ生産を行うことに合意し、平成

20年５月には共英製鋼株式会社と包括的な技術提携について合意しておりますが、今後も海外を含め様々

な形での提携を検討していきたいと考えております。
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リサイクル事業では、一連の処理設備を活用して廃自動車、廃家電処理に加えて、廃プラなど処理品目の

拡大や、一般廃棄物への取り組みなど、国土の環境保全に寄与する独自技術を更に進化させ、新たな資源リ

サイクルの事業化を進めたいと考えております。

　さらに、一層の企業価値の向上を図るためにはコーポレートガバナンスの向上が欠かせません。経営体制

の効率化、迅速化と透明性、安定性などを図るため平成19年に執行役員制度を導入し、業務監督と業務執行

の役割分担を行いました。あわせて、ＥＲＰ（基幹業務総合管理システム）を導入して業務改革と財務報告

の信頼性の向上を図っております。また、グループ会社も将来性の低い事業の整理、類似会社の合併、人材の

適正配置など構造改革を進めております。

　

　Ⅲ 会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配

されることを防止するための取組み

当社は、平成20年５月22日開催の当社取締役会において、Ⅰで述べた会社支配に関する基本方針に照ら

し、「当社株券等の大規模買付行為への対応策」（以下「本対応策」といいます。）の導入を決議いたしま

した。

本対応策は、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等の買付行為、

又は結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為（いずれについて

もあらかじめ当社取締役会が同意したものを除きます。また市場取引、公開買付け等の具体的な買付方法の

如何を問いません。以下、このような買付行為を「大規模買付行為」といい、大規模買付行為を行おうとす

る者を「大規模買付者」といいます。）が行われる場合に、①事前に大規模買付者が当社取締役会に対して

必要かつ十分な情報を提供し、②当社取締役会による一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為を開

始する、という大規模買付ルールの遵守を大規模買付者に求める一方で、基本方針に照らして不適切な者に

よって大規模買付行為がなされる場合には、それらの者によって当社の財務及び事業の決定が支配される

ことを防止し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させることを目的とするものです。

当社の株券等について大規模買付行為が行われる場合、まず、大規模買付者には、当社取締役会宛に大規

模買付者及び大規模買付行為の概要並びに大規模買付ルールに従う旨が記載された意向表明書を提出する

ことを求めます。さらに、大規模買付者には、当社取締役会が当該意向表明書受領後10営業日以内に交付す

る大規模買付情報リストに基づき株主の皆様の判断及び当社取締役会の意見形成のために必要かつ十分な

情報の提供を求めます。

次に、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者が当社取締役会に対し前述の大規模買付情

報の提供を完了した後、60日間（対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社全株式の買付けの

場合）又は90日間（その他の大規模買付行為の場合）（いずれの場合も最大30日間の延長がありえま

す。）を取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期間とし、当社取締役会は、当該期

間内に、外部専門家の助言を受けながら、大規模買付者から提供された情報を十分に評価・検討し、後述の

独立委員会の勧告等を最大限尊重した上で、当社取締役会としての意見を取りまとめて開示します。また、

当社取締役会は、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉し、当

社取締役会としての代替案を提示することもあります。
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当社取締役会は、本対応策を適正に運用し、当社取締役会の決定の合理性・公正性を確保するための諮問

機関として、当社の業務執行を行う経営陣から独立している社外取締役、社外監査役、又は社外有識者の中

から選任された委員からなる独立委員会を設置し、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しないため新

株予約権の無償割当てを実施すべきか否か、大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を

著しく損なうと認められるため新株予約権の無償割当てを実施すべきか否か等の本対応策に係る重要な判

断に際しては、独立委員会に諮問することとします。独立委員会は、新株予約権の無償割当ての実施または

不実施に関する当社取締役会に勧告等を行います。

当社取締役会は、独立委員会の前述の勧告等を最大限尊重し、新株予約権無償割当ての実施又は不実施に

関する会社法上の機関としての決議を遅滞なく行います。新株予約権無償割当てを実施する場合には、新株

予約権者は、当社取締役会が定めた１円以上の額を払い込むことにより新株予約権を行使し、当社普通株式

を取得することができるものとし、当該新株予約権には、大規模買付者等による権利行使が認められないと

いう行使条件や当社が大規模買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得することができ

る旨の取得条項等を付すことがあるものとします。また、当社取締役会は、当社取締役会が新株予約権無償

割当てを実施することを決定した後も、新株予約権無償割当ての実施が適切でないと判断した場合には、独

立委員会の勧告を最大限尊重した上で、新株予約権無償割当てを中止することがあります。当社取締役会

は、前述の決議を行った場合は、適時適切に情報開示を行います。

本対応策の有効期限は、平成20年６月26日開催の定時株主総会においてその導入が承認されたことから、

当該定時株主総会の日から３年内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時ま

でとします。なお、本対応策の有効期間中であっても、企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上の観

点から、関係法令の整備や、証券取引所が定める上場制度の整備等を踏まえ随時見直しを行い、本対応策の

変更を行うことがあります。

なお、本対応策の詳細については、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.

tokyotekko.co.jp）に掲載している平成20年５月22日付プレスリリースをご覧下さい。

　

　Ⅳ 具体的取組みに対する当社取締役の判断及びその理由

Ⅱに記載した当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針の実

現に資する特別な取組みは、Ⅱに記載した通り、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させるため

の具体的方策であり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではなく、当社の基本方針に沿うもの

です。

また、Ⅲに記載した本対応策も、Ⅲに記載した通り、企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させ

るために導入されたものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではなく、当社の基本方針

に沿うものです。特に、本対応策は、当社取締役会から独立した組織として独立委員会を設置し、新株予約権

無償割当ての実施又は不実施の判断の際には取締役会はこれに必ず諮問することとなっていること、独立

委員会は当社の費用で独立した第三者である専門家等を利用することができるとされていること、本対応

策の有効期間は３年であり、その継続については株主の皆様のご承認をいただくこととなっていること等

その内容において公正性・客観性が担保される工夫がなされている点において、企業価値ひいては株主共

同の利益に資するものであって、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

　

（５）研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は102,377千円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 140,000,000

計 140,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 46,826,52846,826,528
東京証券取引所
（市場第一部）

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式で
あり、単元株式数は、1,000株で
あります。

計 46,826,52846,826,528―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年12月31日 ― 46,826,528 ― 5,839,988 ― 547,499

　

EDINET提出書類

東京鐵鋼株式会社(E01292)

四半期報告書

10/32



(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

　

(注)１．平成20年12月15日付(報告義務発生日　平成20年12月８日)でバークレイズ・グローバル・インベスターズ株

式会社(３名連名による共同保有)から大量保有報告書の変更報告書が関東財務局長に提出されております

が、当社として当第３四半期会計期間末の実質所有状況の確認ができておりません。

なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は、次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

バークレイズ・グローバル・イン
ベスターズ株式会社
（３名連名による共同保有）

東京都渋谷区広尾１丁目１番39号 2,207 4.71

２．平成20年10月20日付(報告義務発生日　平成20年10月15日)でアクサ・ローゼンバーグ証券投信投資顧問株式

会社から大量保有報告書の変更報告書が関東財務局長に提出されておりますが、当社として当第３四半期会

計期間末の実質所有状況の確認ができておりません。

なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は、次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

アクサ・ローゼンバーグ証券投信
投資顧問株式会社

東京都港区白金１丁目17番３号 1,681 3.58

３．平成20年８月21日付(報告義務発生日　平成20年８月15日)でスパークス・アセット・マネジメント株式会社

から大量保有報告書が関東財務局長に提出されておりますが、当社として当第３四半期会計期間末の実質所

有状況の確認ができておりません。

なお、大量保有報告書の内容は、次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

スパークス・アセット・マネジメ
ント株式会社

東京都品川区大崎１丁目11番２号 2,526 5.39
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日の株式名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式)
普通株式
107,000

（相互保有株式)
普通株式
2,683,000

―
権利内容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であり、単元株式数
は1,000株であります。

完全議決権株式(その他)
普通株式
43,764,000

43,764 ―

単元未満株式
普通株式
272,528

― ―

発行済株式総数 46,826,528― ―

総株主の議決権 ― 43,764 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が7,000株(議決権７個)含まれ

ております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式568株及び相互保有株式610株が含まれております。
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② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式)

東京鐵鋼株式会社 栃木県小山市横倉新田520
番地

107,000 ― 107,000 0.22

（相互保有株式)

トーテツ興運株式会社 栃木県小山市横倉590番地
２

2,680,000 ― 2,680,0005.72

東北東京鐵鋼株式会社 青森県八戸市河原木海岸４
番地11

2,000 ― 2,000 0.00

トーテツメンテナンス株式
会社

栃木県小山市横倉新田520
番地

1,000 ― 1,000 0.00

計 ― 2,790,000 ― 2,790,0005.95

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 447 494 408 334 328 316 259 318 223

最低(円) 382 374 302 300 288 231 133 180 183

(注)　最高、最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、興亜監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,890,223 4,558,765

受取手形及び売掛金 ※3, ※5
 6,091,079

※3, ※5
 7,453,218

商品 793,307 753,762

製品 6,696,163 7,531,196

原材料 1,481,801 1,381,940

貯蔵品 405,993 390,564

その他 382,814 492,645

貸倒引当金 △8,858 △1,966

流動資産合計 24,732,522 22,560,124

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 5,930,457

※1
 6,129,851

機械装置及び運搬具（純額） ※1, ※2
 11,471,542

※1, ※2
 10,471,782

土地 11,855,153 11,677,648

その他（純額） ※1
 1,418,399

※1
 1,648,539

有形固定資産合計 30,675,550 29,927,820

無形固定資産 280,364 463,952

投資その他の資産

投資有価証券 956,821 1,256,239

その他 296,519 302,562

貸倒引当金 △22,950 △22,950

投資その他の資産合計 1,230,391 1,535,851

固定資産合計 32,186,305 31,927,623

資産合計 56,918,827 54,487,747
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※5
 5,023,250

※5
 6,242,868

短期借入金 8,800,000 7,300,000

1年内償還予定の社債 240,000 120,000

1年内返済予定の長期借入金 1,620,700 1,613,744

未払法人税等 634,887 605,646

賞与引当金 232,079 427,580

役員賞与引当金 － 46,600

その他 2,337,603 2,385,720

流動負債合計 18,888,519 18,742,159

固定負債

社債 1,720,000 880,000

長期借入金 6,453,450 6,965,705

退職給付引当金 2,498,902 2,421,083

環境対策引当金 368,583 368,583

再評価に係る繰延税金負債 579,765 579,765

負ののれん 30,410 5,579

その他 899,434 866,727

固定負債合計 12,550,543 12,087,443

負債合計 31,439,062 30,829,602

純資産の部

株主資本

資本金 5,839,988 5,839,988

資本剰余金 1,739,901 1,740,650

利益剰余金 17,720,460 15,723,894

自己株式 △968,311 △950,260

株主資本合計 24,332,038 22,354,272

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 249,475 395,023

土地再評価差額金 855,297 855,297

評価・換算差額等合計 1,104,772 1,250,320

少数株主持分 42,955 53,553

純資産合計 25,479,765 23,658,145

負債純資産合計 56,918,827 54,487,747
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 56,228,388

売上原価 46,493,786

売上総利益 9,734,602

販売費及び一般管理費

運搬費 2,394,496

給料 711,889

退職給付費用 89,723

賞与引当金繰入額 94,422

減価償却費 119,675

賃借料 215,852

研究開発費 181,610

貸倒引当金繰入額 6,819

その他 1,273,271

販売費及び一般管理費合計 5,087,757

営業利益 4,646,845

営業外収益

受取利息 7,598

受取配当金 19,517

雑収入 116,630

営業外収益合計 143,745

営業外費用

支払利息 404,639

社債発行費 24,068

その他 43,719

営業外費用合計 472,426

経常利益 4,318,164

特別利益

固定資産売却益 6,457

特別利益合計 6,457

特別損失

固定資産売却損 496

固定資産除却損 110,320

投資有価証券評価損 51,885

ゴルフ会員権評価損 200

その他 15

特別損失合計 162,916

税金等調整前四半期純利益 4,161,705
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（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

法人税、住民税及び事業税 1,669,927

法人税等調整額 44,150

法人税等合計 1,714,077

少数株主利益 9,277

四半期純利益 2,438,351
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 17,472,412

売上原価 12,190,929

売上総利益 5,281,483

販売費及び一般管理費

運搬費 729,545

給料 239,660

退職給付費用 39,387

賞与引当金繰入額 94,422

減価償却費 41,677

賃借料 79,386

研究開発費 102,377

貸倒引当金繰入額 1,210

その他 350,617

販売費及び一般管理費合計 1,678,282

営業利益 3,603,201

営業外収益

受取利息 760

受取配当金 4,058

雑収入 9,572

営業外収益合計 14,390

営業外費用

支払利息 139,176

その他 7,659

営業外費用合計 146,835

経常利益 3,470,755

特別利益

固定資産売却益 2,602

特別利益合計 2,602

特別損失

固定資産除却損 387

投資有価証券評価損 2,761

特別損失合計 3,148

税金等調整前四半期純利益 3,470,209

法人税、住民税及び事業税 1,443,198

法人税等調整額 92,895

法人税等合計 1,536,093

少数株主損失（△） △893

四半期純利益 1,935,009
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 4,161,705

減価償却費 1,934,587

無形固定資産償却費 56,300

のれん償却額 307

貸倒引当金の増減額（△は減少） 6,891

賞与引当金の増減額（△は減少） △195,501

退職給付引当金の増減額（△は減少） 77,818

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △46,600

投資有価証券評価損益（△は益） 51,885

ゴルフ会員権評価損 200

売上債権の増減額（△は増加） 1,376,622

割引手形の増減額（△は減少） △14,483

たな卸資産の増減額（△は増加） 680,197

仕入債務の増減額（△は減少） △1,219,618

有形固定資産除却損 104,276

有形固定資産売却損益（△は益） △5,961

未払消費税等の増減額（△は減少） 358,860

その他の資産の増減額（△は増加） △11,145

その他の負債の増減額（△は減少） △131,869

受取利息及び受取配当金 △27,115

支払利息 404,639

小計 7,561,995

利息及び配当金の受取額 27,115

利息の支払額 △373,451

法人税等の支払額 △1,640,687

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,574,972

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △99,425

定期預金の払戻による収入 116,148

子会社株式の取得による支出 △6,000

有形固定資産の取得による支出 △2,837,202

無形固定資産の取得による支出 △48,967

有形固定資産の売却による収入 124,569

貸付金の回収による収入 4,230

投資その他の資産の増減額（△は増加） 9,043

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,737,604
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（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 9,000,000

短期借入金の返済による支出 △7,500,000

長期借入れによる収入 500,000

長期借入金の返済による支出 △1,005,299

社債の発行による収入 1,000,000

社債の償還による支出 △40,000

自己株式の取得による支出 △3,591

自己株式の売却による収入 2,054

配当金の支払額 △440,352

少数株主への配当金の支払額 △2,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,510,812

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,348,181

現金及び現金同等物の期首残高 4,472,842

現金及び現金同等物の四半期末残高 8,821,023
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１　連結の範囲の変更

連結子会社の数　８社

前連結会計年度末において連結子会社であった

(有)吉栄は、第１四半期連結会計期間において東京鐵

鋼㈱と合併したため、消滅しました。

 

２　会計処理の原則及び手続の変更

たな卸資産の評価に関する会計基準の適用

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、

従来、主として総平均法による原価法によっておりま

したが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18

年７月５日）が適用されたことに伴い、主として総平

均法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定し

ております。

　この変更による損益への影響はありません。

 

３　その他

連結納税制度の不適用

第１四半期連結会計期間より連結納税制度の適用

要件を満たさなくなったため、連結納税制度の適用を

取りやめました。

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１　たな卸資産の評価方法

当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関し

ては、実地棚卸を省略し、第２四半期連結会計期間末の

実地棚卸高を基準に算出した帳簿棚卸高によっており

ます。

２　固定資産の減価償却費の算定方法

減価償却の方法として定率法を採用している固定資

産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を

期間按分して算定する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

　税金費用の計算

一部の連結子会社において、年間見積実効税率を用

いて、税金費用を計算する方法によっております。
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【追加情報】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

　有形固定資産の耐用年数の変更

　当社及び連結子会社の機械装置の耐用年数について、

第１四半期連結会計期間より、平成20年度法人税法の改

正を契機に見直しを行い、一部資産について耐用年数を

変更しております。

　この変更により、従来の方法によった場合に比べ、当第

３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等

調整前四半期純利益はそれぞれ78,576千円減少してお

ります。

　なお、セグメントに与える影響は、当該箇所に記載して

おります。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

42,793,449千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

41,917,669千円

※２　有形固定資産の圧縮記帳累計額

機械装置及び運搬具 1,367,954千円

※２　有形固定資産の圧縮記帳累計額

機械装置及び運搬具 1,367,954千円

※３　手形割引高

受取手形割引高 22,085千円

※３　手形割引高

受取手形割引高 36,568千円

※４　当社は、資金調達の安定性と機動性を高めるため取

引銀行８行とコミットメントライン設定契約を締

結しております。

　これらの契約に基づく借入未実行残高は次のと

おりであります。

　コミットメントの総額 5,000,000千円

　借入実行残高 ―

   差引額 5,000,000

　

※４　当社は、資金調達の安定性と機動性を高めるため取

引銀行８行とコミットメントライン設定契約を締

結しております。

　これらの契約に基づく借入未実行残高は次のと

おりであります。

　コミットメントの総額 3,500,000千円

　借入実行残高 ―

   差引額 3,500,000

　
※５　　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。

なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休

日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれて

おります。

受取手形 39,176千円

支払手形 29,705〃

※５　　　　　　　――――――――

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

――――――――

　

第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

――――――――
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 8,890,223千円

預入期間が３か月を超える定期預

金
△69,200　〃

現金及び現金同等物 8,821,023　〃
 

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　

至　平成20年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 46,826,528

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 2,797,642

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 467,188 10平成20年３月31日 平成20年６月27日

(注)配当金の総額には、連結子会社への配当金支払額26,300千円を含んでおります。

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行って

おりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動

が認められないため、記載しておりません。
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(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)
　
　

鉄鋼事業
（千円）

その他の事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

　売上高及び営業損益

　売上高

　(1) 外部顧客に対する売上高 17,399,79472,61817,472,412 ― 17,472,412

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1,834 669,251 671,085(671,085) ―

計 17,401,628741,86818,143,497(671,085)17,472,412

　 営業利益 3,535,14947,1853,582,33420,8663,603,201

　(注) 1.　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

　　　 2.　各区分の主な製品

　　　　 (1) 鉄鋼事業　　 ……… 棒鋼、棒鋼加工品、鉄スクラップ

　　　　 (2) その他の事業 ……… 貨物運送、設備等のメンテナンス
　

　

  当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)
　

　　
　

鉄鋼事業
（千円）

その他の事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

　売上高及び営業損益

　売上高

　(1) 外部顧客に対する売上高 55,993,106235,28256,228,388 ― 56,228,388

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

4,643 2,280,0352,284,678(2,284,678) ―

計 55,997,7492,515,31758,513,066(2,284,678)56,228,388

　 営業利益 4,452,331177,9054,630,23616,6094,646,845

　(注) 1.　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

　　　 2.　各区分の主な製品

　　　　 (1) 鉄鋼事業　　 ……… 棒鋼、棒鋼加工品、鉄スクラップ

　　　　 (2) その他の事業 ……… 貨物運送、設備等のメンテナンス
　

3.　「追加情報」に記載の通り、第１四半期連結会計期間より、機械装置の一部について、耐用年数を変更しており

ます。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の鉄鋼事業の営業利益が

78,576千円減少しております。

【所在地別セグメント】

  当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

  当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

海外売上高がないため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

577.73円 535.39円

　

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 25,479,765 23,658,145

普通株式に係る純資産額(千円) 25,436,810 23,604,592

差額の主な内訳(千円)
　少数株主持分

42,955 53,553

普通株式の発行済株式数(株) 46,826,528 46,826,528

普通株式の自己株式数(株) 2,797,642 2,737,753

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株)

44,028,886 44,088,775

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 55.35円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―円

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 2,438,351

普通株式に係る四半期純利益(千円) 2,438,351

普通株主に帰属しない金額(千円)　 該当事項はありません

普通株式の期中平均株式数(株) 44,055,692
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第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 43.94円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―円

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 1,935,009

普通株式に係る四半期純利益(千円) 1,935,009

普通株主に帰属しない金額(千円)　 該当事項はありません

普通株式の期中平均株式数(株) 44,033,939

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月12日

東京鐵鋼株式会社

取締役会　御中

　

興亜監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　柿　　原　　佳　　孝　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　松　　　村　　　　隆　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京

鐵鋼株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京鐵鋼株式会社及び連結子会社の平成20年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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